









第3章 輸出志向工業化政策の限界 と 「所得貧困」の存続
おわりに
は じ め に
後発 国*1の工 業化 は,1960年代 以 降,新 興 工 業 諸 国(NewlyIndustrializingCountries:NICs)ある
い は新 興 工 業地 域(NewlyIndustrializingEconomies=NIEs)の登 場 に よって 次 第 に合 理性 を認 め られ
てい っ た輸 出志 向工業 化 政 策(policyforexportorientedindustrialization)に基づ いて行 われ る よう に
な った。 後発 国の 一 部 は,輸 出加工 区(exportprocessingzone)ある い は 自由貿 易 区(freetrade
zone)を設 置 して 外 資企 業 の誘 致 に努 め,急 速 な工 業化 過 程 に あ る。輸 出加 工 区 あ る い は 自由貿
易 区 は,後 発 国の 労働 と外 資企 業 の 資本 と を結 びつ け る空 間 と して機 能 して い る。
工 業 化 は,「高人 口圧 力 下 の後 発 国 にお け る開発 と貧 困」 と題 した前稿*2で も述 べ た よ うに,
後発 国政 府 が 国民 の 「所得 貧 困」(inc・mep・verty)を撲 滅 しよ う とす る さい に採 用 す る ほ とん ど
唯 一 と もい うべ き手段 で あ る。 後発 国 に対 置 され る先 発 国 は,過 去,工 業化 に よっ て産業 全 般 の
生 産性 を引 き上 げ,国 民 の 「所 得貧 困」 を基 本 的 に撲 滅 させ る とい う過程 を経験 して きた。 先発
国 とは,工 業 化 に よって 国民 の 「所 得 貧 困」 の基 本 的 撲滅 にい ち早 く成功 した諸 国で あ る。 先発
国 の存 在 は,後 発 国 国民 の 「所 得貧 困」 の基 本 的撲 滅 には工 業化 が必 要不 可 欠 で あ る こ とを雄弁
に物 語 って い る。
筆 者 は,前 稿 で1980年か ら2003年まで の23年 間 の 実 質 製 造 業 生 産 成 長 率 お よび 実 質GDP
成長 率 の いず れ もあ るい は いず れ かが 年率 平 均4%以 上 を記録 した諸 国 を2003年の1人 あ た り
GNIが2000ドル に達 して い るか 否 か で2群 に分 け た。前 者 は,表1に 示 され る中 国,イ ン ド,
ラオ ス,ウ ガ ンダ,ベ トナ ム,バ ング ラデ ィシュ,イ ン ドネ シア,ミ ャ ンマ ー,ネ パ ー ル,パ キ
ス タ ン,ス リラ ンカ,ス ワジ ラ ン ドで あ り,前 稿 で は これ らの 諸 国 を高 人 口圧 力 下 の後 発 国 と同
定 した*3。後 者 は,表2に 示 され るボ ツワナ,コ ス タ リカ,韓 国,マ レー シア,モ ー リシ ャス,
オ マ ー ン,シ ンガ ポ ール,タ イ,チ ュニ ジア,ト ル コで あ り,前 稿 で は これ らの諸 国 を高人 口圧
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表1高 人口圧力下の後発国の同定















中 国 11.3 1 11.7 9.9 XO.3 9.6 1,100
イ ン ド 6.9 7.4 6.5 5.8 5.7 5.9 540
ラオス 10.1 8.9 11.1 5.2 3.7 6.3 340
ウガンダ 8.6 3.9 12.3 5.1 2.9 6.8 250
ベ トナム 7.1 1.9 11.2 6.2 4.6 7.5 480
バ ング ラデ ィシュ 6.1 5.2 6.8 4.4 3.7 4.9 400
インドネシア S.5 12.5 5.5 4.6 6.1 3.5 810
ミ ャ ン マ ー 4.4 0.6 7.4 4.3 一 〇.2 7.9
、
不パ ール 7.8 9.3 6.7 4.6 4.6 4.6 240
パキスタン 5.9 8.1 4.2 4.8 6.3 3.6 520
ス リラ ンカ 4.4 4.0 4.7 6.5 6.3 6.6 930
ス ワジラ ン ド 8.5 16.9 2.5 4.7 6.9 3.1 1,350
注 ミャ ンマ ー の1人 あ た りGNIは,IBRDの 推 計 に よ る と,低 所 得(765ド ル以 下)水 準 に な る。
資 料IBRD,WorldDevelopn2entIndicators2005,IBRD,2005,pp.22-25,198-201.
表2高 人ロ圧力回避/解消済みの後発国の同定















ボツワナ 7.0 11.4 3.8 7.9 11.0 5.2 3,53Q
コス タ リカ 4.5 3.0 5.6 4.0 3.0 4.8 4,300
韓 国 9.8 12.9 7.4 7.0 9.0 5.5 12,030
マ レ・一 シ ァ 8.5 9.3 7.9 5.6 5.3 5.9 ....1
モ ー リシ ャス 7.3 la.4 5.0 5.5 6.0 5.2 4,100
オマー ン (8.5) 20.s n.a. 6.1 8.4 4.3
シ ンガポール 6.5 6.7 6.3 6.5 6.6 6.5 21,230
タ イ 7.5 9.5 6.0 5.4 7.6 3.7 2,190
チ ュニ ジア 4.6 3.7 5.3 4.0 3.3 4.6 2,240
トル コ 5.6 7.9 3.8 4.1 5.3 3.1 2,800
注 オマーンの1980～2003年の実質製造業生産成長率は,1990～2003年の数値が欠落しているために算出できないが,た
とえこの間がゼロ成長であった として も,8.5%には達する計算になる。また,オ マーンの1人 あた りGNIは,IBRDの
推計によると,高位中所得(3036～9385ドル)水 準になる。
資料 表1と 同 じ。
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力 回避/解 消済みの後発 国(前稿では 「高人口圧力回避国」と呼んだが本稿では 「高人口圧力回避/解消
済みの後発国」に呼称を改めたい)と呼んだ。筆者 は,前 稿で ここにあげた22ヵ国を2群 に分 けた
原因のひ とつを工業化過程初期の人口圧力係数 の大 きさに求め,以 下の仮説 を立てた。
工業化過程初期 の人口圧力係数が0.00150前後であ った/で ある後発国 は,年 率4～5%
程度の実質製造業生産成長率 と実質GDP成 長率 を 〔およそ〕20年間持続 した結果/持 続す
る と,IBRDのい う低位中所得*4の中間水準 にほぼ到達 し,す でに/そ う遠 くない将来 に賃
金が急速に上昇 してい く 「転換 点」 を迎えている/迎 えるだ ろう。 また,工 業化過程初期 の
人ロ圧力係数が0.00150前後であった/0.00150前後 である後発 国は,過 去/今 後,実 質製
造業生産成長率 と実質GDP成 長率 をいっそ う高め るこ とがで きたな らば/で きれば,20年
間で 〔やは りIBRDのい う〕高所得水準 に到達 した/到 達す る可能性す らある。他方,工 業
化過程初期 の人口圧力係数が0.00150をはるかに上回っていた/上 回っている後発国は,年
率4～5%程 度の実質製 造業生産成 長率 と実質GDP成 長率 を20年間持 続 した/持 続 す る
として も,低 位 中所得の中間水準 に到達す ることは難 しか った/難 しい。工業化過程初期の
人口圧力係数が0.00150をはるか に上回 っている後発 国は,そ の後(前稿では 「今後」と表記
していたが本稿では 「その後」に表記を改めたい),さらに,年 率4～5%程 度 の実質製造業生産
成長率 と実質GDP成 長率 を20年間以上持続 しては じめて,低 位 中所 得の 中間水準 に到 達
す ることになるだろう。高人口圧力下の後発 国は,人 口動態が所得水準の従属変数であると
考 えるならば,人 口圧力 を先発 国並みに引 き下げるまでに,先 発国の多 くが経験 した ことの
ない経済 の高成長 をよ り高水準 で同期間維持 するか,よ り長期 間にわたって同水準維持す る
しかないのである*5。
人口圧力係数 とは,佐 瀬六郎が1950年代初 頭 に提 起 した概念 であ り,域(国)内 の所得額 に
たいす る域(国)内 の総人口の比率,す なわち1通 貨単位 あた り人口(1人あたり所得額の逆数)で
あ る*6。したが って,上 記の人口圧力係数0.00150は,表3に示 したように,1人 あ た り所得額
667ドルに相 当す る。なお,筆 者は,佐 瀬論文 を除 くと,人 口圧力係 数を分析手段 として採用 し
た著述 を寡 聞に して知 らない。ただ し,筆 者 は,第 二次世界大戦後,日 本で刊行 された人口学の
テキス トと辞典類 に人 口圧力係数へ の言及がない事実 に鑑 みて,少 な くとも日本 で人口圧力係 数
あ るいはそれに準 じた着想 に基 づ く分析手段 を用いて後発 国 を組上 に載せ た著述 は皆無で あろ
う,と 認識 してい る。人 口圧力係数 は,お そ らく,1950年代 には佐瀬 の着想 を活 かせ るだけの
統計的基盤 に欠 けたため に(国際比較に耐える所得統計は,特定の国 ・地域を除くと,1950年代はおろか
1970年代近辺に至るまで作成されていなかった),1960年代以 降には高度経済成長 によって 日本 国内
の人口圧力 を問題視す る状況 自体 が消失 したために,日 本 では人口学の基本概念 として定着 しえ
なかったと推察 される*7。

















0.01020 98 111・:1 147 o.0030 294
0.01010 99 0.00670 149 0.00330 303
0.01000 100 0.00660 152 0.00320 313
111'・! 101 0.00650 154 o.ao310 323
111・:! 102 0.00640 156 0.00300 333
0.00970 103 0.00630 159 o.00290 345
111'・1 104 o.oos2a 16ユ /11:1 357
0.00950 105 0.00610 164 o.00270 370
0.00940 106 111.11 167 o.oo2so 385
0.00930 108 0.00590 169 0.00250 400
0.00920 109 111:1 172 0.00240 417
0.00910 110 0.00570 175 0.00230 435
111'!1 111 0.00560 179 0.00220 455
///"! 112 0.00550 182 0.00210 476
111::1 114 0.00540 1$5 4.00200 goo
111:1 115 0.00530 189 o.aolso 526
!11:・1 116 0.00520 192 111:1 556
!!1:1 118 o.oo51a 196 o.aol70 588
0.00840 119 0.00500 200 a.oolso 625
111:1 120 111'1 204 a.aol50 667
111:1 122 111:1 208 0.00ユ40 714
0.00810 123 0.00470 213 o.aol30 769
tIl:ii 125 o.oo4sa 217 0.00120 833
0.00790 127 0.00450 222 0.00110 909
111:! 128 0.00440 227 o.aoloo 1,000
0.00770 130 0.00430 233 1111'1 1,111
0.00760 132 o.oo42a 238 1111:1 1,250
0.00750 133 0.00410 244 a.aoo70 ユ,429
0.00'740 135 0.00400 250 11111 1,667
0.00730 137 o.oo3sa 256 0.00050 2,000
0.00720 139 11!:1 263 11111 2,500
0.00710 141 0.00370 270 o.ooa30 3,333
o.00700 143 0.00360 278 o.ooa20 5,000
111・ ・i 145 0.00350 2$6 0.00010 10,000




11--13頁お よび 「同」(2)国土計画協 会 『国土』第1巻 第4号,
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さて,筆 者が前稿で くだ した結論 は,工 業化過程初期 の人口圧力係 数が0.00150をはるかに上
回っていた 中国,イ ン ド,ラ オス,ウ ガ ンダ,ベ トナ ム,バ ングラデ ィシュ,イ ン ドネシア,
ミャンマー,ネ パール,パ キス タン,ス リランカ,ス ワジラン ドは,少 な くとも年率4～5%程
度の実質製造業生産成長率 と実質GDP成 長率 を20年間持続 したに もかか わ らず,1人 あ た り
GNIがIBRDのい う低位 中所得 の 中 間水 準 に相 当す る2000ドル に達せ ず,W.ル イス(Lewis,
WilliamArthur)のい う 「転換 点」(turningpoint)*8を依然 として遠方 に望 むしかない,と いう冷厳
きわ ま りない事実それ 自体 であった。高人口圧力下の後発国は,高 人口圧力 回避/解 消済みの後
発国 との対比 で明 らかなように,工 業化 の開始か ら20年以上 にわ たる高人口圧力期 と呼ぶべ き
期 間 を経験 しなけれ ばな らない。高人 口圧 力期 とは,図1に 示 した ように,人 口圧 力 係数 が
0.00150前後 に達す る までの期 間をい う。高人 口圧力期 にお ける工業化 と経 済 の高成長 の果実
は,人 口の大部分 を占める貧困層で分かち合 う結果 になるため に,国 民1人 ひと りが豊かさを実
感で きる水準 まで は容易 に及 ばず,国 民の大半の生活実感は,高 率 の実質製造業生産成長率や実
質GDP成 長率 という統計 的事実か ら受ける非当事者 の印象 とは懸 け離れた水準 に形成 される。
読者 は,表4と 表5に 注 目された い。表4は,高 人ロ圧 力下 の後発 国,表5は,高 人口圧力 回
避/解 消済み の後発 国における国際貧困線以下の人口の比率 を示 している。読者は,両 群 におけ
る最新の調査年の数値 を比較 される と,高 人 口圧力下の後発国では 「所得貧困」 を克服 で きない
人々が依然 として多数 を占めている事実を確認 し,筆 者 の指摘 の深刻 さを納得 されると思 う。高
人口圧力期 は,当 該 国の現実 を生 きる国民 の大半には,低 水準 に半 ば固定 された賃金水準 の改善
を望 めない 日々の くり返 しとして受 け止め られ,当 該国の現実 を改善する立場 におかれた政策担
当者 には,や は りルイスのいう 「労働の無制限供給」(unlimitedsupplies・flabour)*9*!0の長期持
続 による 「転換 点」の到来時期の半永久的先送 りとして認識 されるのである。
輸 出志 向工業化政策は,周 知のように,こ うした高人口圧力下 の後発 国の大半で も積極的 に採
用 されて きた。 しか し,高 人口圧力下の後発国の大半は,国 際機 関の助言 にもしたがって輸出志
向工業化政策 を採用 して工業化 をすすめて きたに もかかわ らず,1人 あた りGNIがIBRDのい う
低位 中所得の中間水準 に相 当す る2000ドルに達せず,国 民 の 「所 得貧 困」 を基本的に撲滅 させ
るには至 っていない。それでは,高 人口圧力下の後発 国は,今 後 も一貫 して輸 出志向工業化政策
を採用 してい くことで国民の 「所得貧困」 を基本的 に撲滅 させ うるのだろうか。あるいは,高 人
図1高 人ロ圧力期の措定
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口圧力下の後発 国は,輸 出志 向工業化政策 を採用 し続 けていった としても国民の 「所得貧困」 を
基本的に撲滅 させ るに至 らないのだろうか。 また,そ の場合 は,輸 出志向工業化政策に基づ く後
発 国の工業化 と経済の高成長それ 自体が国民の 「所得貧 困」 を基本的に撲滅 させ る方法 としては
一定の限界 を有す ると考 えなければならないのだろうか。
本稿の 目的 は,筆 者が前稿 で提起 した人 口圧力係数 に基づ く仮説(前掲引用部分の傍点箇所)を
敷桁 ・補 強 しつつ,ア ジア ・ア フリカ地域 に分布す る高人 口圧力下の後発国政府が先発国 と同様
の生活水準 を国民 に享受 させるため に採用すべ き政策 とそれにかかわる諸問題 を輸出志向工業化
政策 に絡めて論 じることにある。
第1章 「人口学的ボーナス」の創出
後発国が1960年代以降に逐次採 用する ようになった輸出志向工業化政策 は,後 発 国が比較優
位 を もつ労働集約財の加工 ・組立 と輸出を要諦 とす る開発政策 として一般 に認識 されている。 し
か し,後 発 国のすべてが豊富で低廉 な労働 を無条件 に有 してい る とい う認識 は,後 述す るよう
に,正 当な根拠 に欠ける誤謬であるといわなければな らない。最初に,本 稿 は,日 本 を含めた第
二次世界大戦後 の後発 国における工業化 と経済の高成長 は,「人 ロ学的 ボーナス」/「 人 ロボー
ナス」(demographicbonus/demographicgift/demographicdividend)の恩恵 に与 って実現 された/実
現 されてい る*11*12*ユ3*14*15*16*17*18,とい う人口学者 や地域研 究者な どのあいだで近年注 目さ
れるようになった見解 にまず着 目して,労 働の利用 を要諦 とす る輸出志向工業化政策が後発 国工
業化論 の普遍的模式 として広 く受容 されるようになった前提 を示 したい と思 う。
「人 口学的ボーナス」 とは,一 国 ・地域社会が起伏 に富 みなが らも多産少死局面 か ら少産少死
局面へ と至 る 「入口転換」(demographictransition)の途上で,生 産年齢人口(15歳以上65歳未満人
口)増加率が合計特殊 出生率の低下 に起 因して減少 した人口増加率 を上回る ことで創 出され る潜
在的な労働 と資本の大量供給 をいう。生産年齢人ロは,従 来出産 と育児 に要 していた時間を労働
に振 り替 えることで労働 の大量供給に途 を開 き,ま た従来出産 と育児 に支出 していた費用を貯蓄
に振 り替 えることで資本 の大量供給 にも途 を開 くので ある。「人口学 的ボーナス」創 出期 は,労
働 と資本 とい う二大生産要素 の潜在的な供給量が増加す るので,工 業化 と経済の高成長 を実現 し
てい く好条件 に恵 まれた時期 であるといえる。 ルイスのい う 「労働 の無制限供給」 も,人 ロ構成
の変化 に着 目す ると,「人ロ学 的ボーナス」 の賜物 とみ なす ことがで きよう。それでは,日 本 を
除 く後発国は,第 二次世界大 戦後,「人 口学的 ボーナス」 の創 出に必要不可欠 な合計特殊 出生率
の引 き下 げをどのように して実現 して きたのだろうか。
後発 国 にお ける合 計特 殊 出生率 の引 き下げ を 目的に した家族計画 プロ グラム(familyplanning
program)の実施状況 を分析 したW.モ ールディン(Mauldin,wParker)とJ.ロス(Ross,JohnA.)
の研 究は,こ の問題 に解答 を与 えて くれる*19。モールデ ィンとロスは,ま ず4段 階に区分 され
る1989年の 「家族 計画 プ ログラム努力水 準」(programeffort)*20と同 じ く4段 階 に区分 され る
高人口圧力下の後発国における開発と貧困再考45
1985年の 「社会開発水準」(socialsetting)*21とい う2つ の指標 によって88の後発国 ・地域 を16
群 に振 り分け,次 いで16群に振 り分 けられた88ヵ国 ・地域 それぞれに1975年と1990年の2時
点 問の差 として計測 された合計特殊出生率の減少率 を付 した一覧表 を作成 した。表6は,そ の一
覧表である*22。表6の 合計特殊 出生率の減少率は,モ ールデ ィンとロスが指摘 する ように,「社
会開発水準」 とのあいだだ けではな く,「家族計画 プログラム努力水準」 とのあいだで も明白な
正の相 関を示 している。合計特殊出生率 は,「社会 開発水準」が低 い段 階で も,「家族計画プログ
ラム努力水準」如何 に よっては一定程度低 下 しうるのである。
モールディンとロスの研 究は,幸 いに も,前 稿 と本稿が分析対象 としている高人口圧力下の後
発国12ヵ国と高人 口圧力 回避/解 消 済みの後発 国10ヵ国の うち家族計画 プログラム*23をこれ
まで にまった く実施 していない可能性 を残 している国が ラオス,ミ ャンマー,ス ワジラ ンド,オ
マー ンの4ヵ 国 しか ないことを教 えて くれる。残 る18ヵ国 は,程 度 の差 こそあれ,家 族計画 プ
ログラム を実施 しているのであ る。18ヵ国の合計特殊 出生率の引 き下げにたいす る家族計画 プ
ログラムの大 な り小 な りの貢献 は,否 定すべ くもない事 実である(家族計画プログラムは,モール
ディンとロスのいう 「家族計画プログラム努力水準」は不明であるが,国連経済社会局人口部の報告書による
と,ミャンマーでは少なくとも2001年には採用されている*24)。と りわけ 「家 族計画 プログ ラム努 力
水準」 が 「強」(strong)に分類 される中国,イ ンド,ベ トナ ム,バ ングラデ ィシュ,イ ン ドネシ
ア,ス リランカ,ボ ツワナ,韓 国,モ ーリシャス,タ イ,チ ュニ ジア と 「家族計画プログラム努
力水準」が 「中」(moderate)に分類 されるネパ0ル,パ キス タン,コ ス タリカ,マ レー シァ,シ
ンガポールは,家 族計画 プログラム対象者に とっては後発 国政府に よる外発的強制力の行使以外
の何者 で もない家族計画 プログラムの実施によって,国 民の所得水準の上昇分以上に人ロ圧力 を
軽減 させ てきた とい うべ きであろう*25。「社会開発水準」が 「下位 中」 と 「低」 に分類 され なが
ら 「家族計画プログラム努力水準」が 「強」 に分類 され るイ ン ド,ベ トナム,バ ングラデ ィシュ
は,「家族計画 プログラム努力水準」が 「弱」 ない しは 「最弱 また はな し」であ った場合,想 像
を絶す る規模 の人口圧力 にやは り想像 を絶す る長期 問にわたって遭遇 した と思われる。
さて,「家族計画 プログラム努力水準」 と 「社会 開発水準」の並行的引 き上 げによる合計特殊
出生率 の引 き下 げは,以 上のモールデ ィンとロスの研 究 をふ まえる と,「人 口学的ボーナス」の
創出 を促 し,高 人ロ圧力下の後発国の大半 と高人口圧力回避/解 消済みの後発国における輸 出志
向工業化政策の採用 に合理性 を付 与 した といえ る。極論す れば,一 時期 の ようなNICsやNIEs
への 国際的関心の高 まりも,後 発 国工業化論の普遍的模 式 としての輸 出志 向工業化政 策の受容
も,高 人 口圧力下の後発国の大半 と高人ロ圧力 回避/解 消済みの後発国が 「人口学 的ボーナス」
を創 出 していなかった とすれば,お そ らくあ りえなかった と思われる*26。
表7は,高 人 口圧力下の後発国12ヵ国,表8は,高 人 ロ圧力 回避/解 消 済みの後発 国10ヵ国
の1950年か ら2000年までの過去50年間における 「人口学 的ボーナス」の創 出期数 と創 出規模
を推定 した ものである。生産年齢人ロ増加率が人口増加率 を上 回る 「人口学 的ボーナス」 の創出
46 商 経 論 叢 第42巻第3号(2006.12)
表6「 社会開発水準」および 「家族計画プログラム努力水準」が合計特殊出生率の減少率に与える影響(1975-1990年) 単位%
家 族 計 画 プ ロ グ ラ ム 努 力 水 準
強 中 弱 最弱またはなし M
韓 国 51北 朝 鮮 46ブラジル 26ク ウ ェ ー ト 43
台 湾 43 ジヤマイ カ 44 ヨル ダン 23イ ラ ク 13
メキシ コ 41キューバ 34
モー リシ ャス 38パ ナ マ 33
コロン ビア 31
一一 コスタ リカ 24




トリニダー ド トバ ゴ 15
(43) (28) (24) (a8)31
タ イ 48ガイアナ 42アル ジェ リア 29リ ビ ア 10
中 国 39ペ ノレ ー 33 ト ル コ 27 サ ウジ アラ ビア 2
チ ュニジア 37ドミニカ共和 国 31パ ラグアイ 17
上 ス リランカ 34エ クア ドル 29シ リ ア 14
イ ン ドネシア 33エ ジプ ト aiコ ン ゴ 0
位 ボツワナ 28イ ラ ン 21
エルサル バ ドル 21フィ リピン 20
社 中 マ レーシァ 19
ジンバブェ 19
△ グアテマ ラ 13冨 (34) (25) (17) (6)24
ベ トナム 32モ1コツ コ 29 パプ アニューギ ニア 16 ミャ ンマ ー 26
開 イ ン ド 18ホ ンジュ ラス 25 ハ イ チ 12 カ ンボ ジア 5
ケ ニ ア 17ボ リビァ 8 リベ リア 1
下 パ キス タン 11ナイ ジヱ リア 2 コー トジボワール 0発 ガ ー ナ 3 マダ ガスカル i ラ オ ス 一4







準 中央 アフ リカ 一7
(25) (14) (2) (6) 8
バ ング ラデ シュ 「 asネ パール 12セネガル 10スーダ ン 5
ア フガニスタ ン 5 チ ャ ド a
モザ ン ビーク 3 ソマ リア 0
ル ワンダ 3 マ ラウイ 一1
ブル キナフ ァソ a
エチ オ ピア 2
ベ ナ ン 0
ブルンジ 0
低 ギ ニ ア 0
マ リ 0
↓ モー リタニア 0
ニ ジェール 0
シエ ラ レオネ 0
ト ー ゴ a
ウガンダ 一3
ギニア ビサ ウ 一6
(22} (12) rl} (1) 2
M 34 24 5 8 16
注1.合 計 特 殊 出 生率 の減 少 率 は,1975年 と1990年の 二 時 点 問 の 差 で あ り,そ の 負 数 は,合 計 特 殊 出 生 率 の 増 加 を 意 味 す る。
2.f家 族 計 画 プ ロ グ ラ ム 努 力 水 準 」 は,1989年の 値,「 社 会 開 発 水 準 」 は,1985年の値 に 基 づ く。

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































58商 経 論 叢 第42巻第3号(2006.!2)
期 は,網 掛けで,生 産年齢人口増加率が人口増加率 を差 し当た り5ポ イン ト以上上 回る 「人 口学
的ボーナス」 の大規模創 出期は,太 線 の囲みで示 してある。表7と 表8は,第 一に,政 策的帰結
としてであれ,非 政策的帰結 と してであれ,過 去50年 間に 「人口学的 ボーナス」 をまった く創
出 しえなか った高人ロ圧力下の後発 国ない しは高人口圧力回避/解 消済みの後発国はウガ ンダだ
けであること,第 二 に,残 る21ヵ国 も高人 口圧 力下の後発 国 と高人 口圧力 回避/解 消済みの後
発国 とのあいだで 「人口学的ボーナス」の創 出期数 と創出規模 とに大分開 きがあるこ と,を 教 え
ている。
読者は,第 二の点 にと くに注 目されたい。高人 ロ圧力下の後発 国12ヵ国の 「人 ロ学 的ボーナ
ス」創 出期数の平均 は,10期中4.8期,「人口学的ボーナス」創 出期が1期 もないウガ ンダを除
外 した場合 で も5.2期であった。他方,高 人口圧力 回避/解 消済 みの後発国10ヵ国の 「人ロ学
的ボーナス」創 出期数 の平均は,10期中6.7期であった。高人 口圧力下の後発 国は,「人 口学的
ボーナス」創 出期数の平均で高人口圧力回避/解 消済みの後発国の後塵 を拝 していたのである。
また,高 人口圧力下の後発 国12ヵ国の 「人 口学 的ボーナス」大規模創 出期数 の平均 は,10期中
0.3期,「人口学 的ボー ナス」大規模創 出期数 を記録 した中国,ス リラ ンカ,ベ トナム3ヵ 国 に
限定 した場合 で も1.3期であ った。他方,高 人口圧力 回避/解 消済みの後発国10ヵ国の 「人口
学的ボーナス」大規模創出期数の平均 は,10期中2.2期,「人 口学的 ボーナス」大規模創出期 数
を記録 しなかった トルコを除 く9ヵ 国に限定 した場合では2.4期であった。高人口圧力 下の後発
国は,「人口学的ボーナス」大規模創 出期数の平均 で も高人口圧力 回避/解 消済み の後発国の後
塵 を拝 していたのである。「人口学的ボーナス」 の創 出に関する両群の差異は,「人口学的ボーナ
ス」 の創出期数 と創 出規模 が工業化 と経済の高成長に深 くかかわる ことを示 している*27。
高位 の合計特殊出生率 を支持する国民の伝統的価値観は,最 初に先進医療 ・衛生技術 の普及 に
起因す る粗死亡率の低下がは じまって揺 らぎ,次 いで幾ば くかの 「人口学 的ボーナス」 の恩恵に
与 っては じまった工業化 と経済の高成長 によっていよいよ本格的に変容 を余儀な くされる。家族
単位 の所得水準の上昇 と女性 の社会進 出の進展 は,合 計特殊出生率の減少 に拍車 をか け,「人口
学的ボーナス」 を引 き続 き創 出する原因 となる。 また,新 たに創 出された 「人口学的ボーナス」
は,工 業化 と経済の高成長の さらなる推進力 となるのである。高人ロ圧力 回避/解 消済みの後発
国 は,そ うした一連 の過程 を比較的短期間のうちに経験 した といえよう。その結果,表8に 示 さ
れ るボツワナ,オ マー ン,ト ルコを除 く高人 口圧力 回避/解 消済みの後発 国は,表7に 示 される
中国,ス リランカ,ベ トナ ムを除 く高人口圧力下の後発国 とは異 な り,前期比20%前 後 にも及
ぶ合計特殊 出生率の急減 を過去50年間の10期中で少 なくとも1期 は経験するこ とになった。
実 は,表9に 示 され る日本 も,第 二次世界大戦後,「人口学的ボーナス」創 出期数で は10期中
6期,「人口学的 ボーナ ス」大 規模創 出期 数 では2期 とい う結果 を残 してお り,高 人 口圧 力 回
避/解 消 済みの後発国 に等 しい 「人 ロ学 的ボーナス」の恩恵 を受けて きたのである。 また,日 本





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































60商 経 論 叢 第42巻第3号(2006.12)
験 してい る。
前稿 は,1980年か ら2003年までの23年間の実質製造業生産成長率お よび実 質GDP成 長率の
いずれ もあるいはいずれかが年率平均4%以 上 を記録 した諸国 を2003年の1人 あた りGNIが
2000ドルに達 しなか った高人口圧力下の後発国 と2000ドルに達 した高人口圧力 回避/解 消 済み
の後発国 とに分 け,22ヵ国を両群に分けた原 因を工業化過程初期 の人口圧力係数の大 きさに求
め た。本稿 は,こ こで,前 稿 の見解 を補足 ・敷術 して,22ヵ国 を両群 に分 けた原因 を1人 あた
り所得額 を十分 に底上 げす るほ どの期 数 と規模の 「人口学 的ボーナス」 を創 出 しえたか否 かに
あ った と差 し当た り述べ ることにしたい。
第2章 家族計画プログラムの実効性
「入 ロ学 的ボーナス」 の創 出期 数 と創 出規模 を規 定す る要 因のひ とつで ある合計特殊 出生率
は,所 得水準 の従属変数 ともい うべ き性格 を一定のあいだ とくに強 く帯びるために,そ のあいだ
は 「社会開発水準」が上昇す るに連 れて低下 に拍車がかかる。 したがって,高 人口圧力 回避/解
消済みの後発 国の多 くは,高 人 口圧力下の後発国 に比較 して工業化過程初期の 「社会開発水準」
が高かった分 だけ家族計画プログラムの実効性 を担保 しやすい好条件に恵 まれていた と推察 され
る。実際,表8に 示 される韓国,シ ンガポール,タ イは,3期 連続 して合計特殊出生率の減少率
を大 幅に高めて相当規模の 「人 口学 的ボーナス」 を長期にわた って創出 し,輸 出志向工業化政策
に必要不可欠 の労働 と資本 の大量供給 を可能 にして きた。家族計画 プログラムの実施 による合計
特殊 出生率 の引 き下 げは,畢 寛,高 人 口圧力 回避/解 消済みの後発国に とってはさ したる事 業 と
はいえなかったと考 え られる。前章 で確 認 した日本お よび高人口圧力回避/解 消済みの後発国の
多 くと高人口圧力下の後発 国の多 くとのあいだにおける合計特殊 出生率の減少率 の相違 は,工 業
化過程初期 の 「社会 開発水準」の大 きさに相当程度規定 されて半ば不可避的 に生 じていたといえ
よう。
他方,高 人 口圧力下の後発 国の多 くは,「社会 開発水準」 を十分 に引 き上 げ られ なか ったため
に,強 権 を発動 した として も家族計画 プログラムの実効性 を高人口圧力 回避/解 消済みの後発 国
ほど担保 で きず,1人 あた り所 得額 を十分 に底 上げす るほ どの期 数 と規模 の 「人 口学 的ボーナ
ス」 を創 出 しえなかった と推察 される。表7に 示 され る合計特殊 出生率の小幅の減少率や生産年
齢 人口増加率 と人口増加率 の小差 は,そ の点 を明瞭 に物語 っている といえる。合計特殊 出生率 の
引 き下げ を促す近代的価値観 は,工 業化過程初期 には不 十分 にな りがちな教育,医 療,栄 養,衛
生,雇 用,所 得な どの社会経済条件が一定程度改善 されては じめて根 づ く。社会経済条件の改善
にほとん ど与れない家庭 は,伝 統的価値観 に基づ いて高位の合計特殊 出生率 を維持 し続け,1人
あた り所得額 を十分 に底上 げするほ どの期数 と規模の 「人 口学的ボーナス」 を創 出は,そ うした
家庭が圧倒的である高人ロ圧力域 では家族計画プログラム とい う外発 的強制力 を行使 したとして
も決 して期待で きないであろ う。潜在的な労働 と資本の大量供給 は,「社会 開発水準」 が低 い段
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階ではR.ヌルクセ(Nurkse,Ragnar)*28のいう意味 とは内容 を異 にす る 「貧困の悪循環」(vicious
circleofpoverty)の支配 によって相 当程度妨 げ られるのである。
それでは,「社会開発水準」 の引 き上 げに苦悩 している高人口圧力下 の後発 国は,「家族計画プ
ログラム努力水準」 の引 き上げ にほぼ全面的に依存 して合計特殊 出生率の引き下げを行 うことに
合理性 をみいだす ことはで きるのだろうか。 また,高 人ロ圧力下の後発国にお ける合計特殊出生
率の引 き下げは,家 族計画プログラムを通 じた後発 国政府 の外発 的強制力 の行使 とともには じ
まったが,と うの家族計画プログラムは,高 人口圧力域では家族計画 プログラム対象者の内発的
動機 に も合致す る政策 にな りうることはないのだろうか。次 いで,本 稿 は,高 人口圧力下の後発
国におけ る合計特殊 出生率 の動向を人口圧力係 数の動向に関連 させて分析 し,こ の2つ の問題に
解答 を与えることに したい。
図2は,高 人ロ圧力下の後発国9ヵ 国の合計特殊 出生率 と人ロ圧力係数 の関係性 を示 した もの
である。スワジラン ドは,家 族計画プログラムの実施水準が わか らないために,ベ トナムは,経
年比較 を十分 になしうる人ロ圧力係数 に欠けるために,ミ ャンマーは,家 族計画プログラムの実
施状況がわか らず経年比較 を十分 にな しうる人ロ圧力係 数にも欠けるために,残 念 なが ら分析対
象か ら外 さざるをえない。 さて,図2を みる と,ウ ガンダを除 く8ヵ 国の合計特殊出生率 と人口
圧力係数 とのあいだには,概 して正 の相関が成立 している といえるだろう。合計特殊出生率は,
家族計画 プログラムの実施によって高人口圧力域か ら緩慢 であるが着実に低下 しつつある。読者
が とくに注 目すべ き点 は,と りわけイ ンドネシアとスリランカのベ ク トルの傾 きが人口圧力係数
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境 に して大 き く変化す ることにあ る。ベ ク トルの傾 きの変化 は,こ の場合,合 計特殊出生率の減
少率の急伸 を意味 している。
人 口圧力係 数 とは,冒 頭 で述べ た ように,域(国)内 の所得額 にたいす る域(国)内 の総人口
の比率,す なわち1通 貨単位 あた り人口(1人あたり所得額の逆数)で あ る。表3は,人 口圧力係
数 と1人 あた りGNI(ドル換算)の 対応 関係 を示 している。人ロ圧力係 数0.00010は,IBRDのい
う高所得水準に相当す る1人 あた りGNI1万ドル,人 口圧力係数0.00050は,やは りIBRDのい
う低位 中所得水準の中間に相 当す る1人 あた りGNI2000ドル となる。
筆者 は,図2の4ヵ 国の状況か ら人 口圧力係数0.00300から0.00250近辺,す なわち1人 あた
りGNI333ドルか ら400ドル近辺が家族計画 プログラムが家 族計画 プロ グラム対象者 の内発 的
動機 をともなうか否かの境域 であ る,と い う結論 をくだす ことに したい*29。1人あた りGNI333
ドルか ら400ドル近辺 は,購 買力平価 で調整す る と,経 験 的に判断 してお よそ1500pppドルか
ら2000pppドル近辺 に相 当す る といえよう。筆者が図2の4ヵ 国の状況 に基づいて くだ した結
論 は,高 人口圧力下の後発国における家族計画 プログラム対象者が合計特殊 出生率 の引 き下げ を
高人口圧力域 か ら内発的動機 に合致す るもの として受容 していることを含意 しているのである。
高人口圧力下 の後発 国における家族計画プログラム対象者 は,高 人 口圧力域か らそれぞれの長
期戦略に立った きわめて合理 的な行動 を していた。高人口圧力下の後発国は,当 面のあいだ 「社
会開発水準」 を十分に引 き上げ られな くて も,家 族計画プログラム対象者が上述 のように合理的
に行動す るか ぎ り,「家族計画 プログラム努力水準」 を 「高」水準 で維持す るか 「高」水準へ 引
き上げ さえ していれば,ゆ くゆ くは 「人口学 的ボーナス」 を相当程度創 出 してい けるに相違 な
い。なぜ ならば,高 人 口圧力下の後発 国で 「家族計画 プログラム努力水準」の引 き上げにほぼ全
面的に依存 して比較 的早期に達成 される合計特殊 出生率の引 き下げは,工 業化 と経済の高成長の
推進力 とな りうるほ どの 「人ロ学的ボーナス」 を創 出す るには及ばないが,高 人口圧力下 の後発
国が高人ロ圧力域に とどまる期間を相当程度短縮す る役割 を担 ってい ると思われるか らである。
合計特殊出生率の引 き下げは,人 口圧力係数が0.00300から0.00250近辺 に到達 したあた りか ら
家族計画プログラム対象者の内発 的動機 に も合致す るよ うになるため に,そ の後 の 「人 口学 的
ボーナス」 の創出期数の増加 と創 出規模 の拡大 をもたらす だろう。高人口圧力下の後発 国で 「家
族計画 プログラム努力水準」 の引 き上 げにほぼ全面的 に依存 して比較的早期 に創 出される 「人口
学的ボーナス」 は,工 業化 と経済の高成長 の推進力 となるその後 の一連の 「人口学的ボーナス」
の呼び水になると推測 されるのであ る。また,「社 会開発水準」の引 き上げ も,若 干の時間的遅
れを ともないなが らも達成 され,合 計特殊 出生率の低下に拍車をかけるこ とになるだろ う。
なお,人 口圧力係数0.00300から0.00250近辺 は,筆 者が前稿で示 した工業化 と経済の高成長
の行 き着 く先 を大 きく二分す ると考 える人 口圧力係数0.00150と同様 に,高 人口圧力下の後発 国
9ヵ国 と高人 口圧力 回避/解 消済みの後発 国9ヵ 国の状 況を検討 した うえで くだ した本稿 で提起
しうる作業仮説であ り暫定的結論 にす ぎない。 したが って,人 口圧力係数0.00300から0.OO250
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近辺 という水準 は,今 後 よ り多 くの国 ・地域が分析対象 に加 われば,別 の水準 に取 って代 わ られ
る可能性 を排 しえない。 また,人 口圧力係数0.00300から0.00250近辺 という水準 は,国 ・地域
の合計特殊 出生率がそれぞれに固有の歴史的 ・政治的 ・社会 的 ・文化的 ・宗教的要因に強 く影響
され るために,各 国 ・地域一律の水準 を設定す ることには本来相当の無理が生 じる ことを認 めた
うえであえて くだ した結論である。
第3章 輸出志向工業化政策の限界 と 「所得貧困」の存続
高人口圧力下の後発国 も,前 章で述べた ように,高 人口圧力回避/解 消済みの後発国に比較 し
て長期 間を要す るとはいえ,工 業化 と経済の高成長の推進力 とな りうる 「人 口学 的ボーナス」 を
やがて創出 しうると考 えられた。それでは,高 人口圧力下の後発 国 も,一 般的趨勢 としてみた場
合,「人口学的ボーナス」の創 出期数の増加 と創 出規模 の拡大 によって輸 出志 向工業化政策に必
要不可欠な労働 と資本の大量供給 をいずれ実現 し,「所得貧 困」の撲滅 を基本 的に達成 しうるま
でになるのだろうか。最後 に,本 稿 は,こ の難問に解答 を与 えることに したい。
表7に 示 され る中国は,表8に 示 される韓国,シ ンガポール,タ イと同様 に,3期 連続 して合
計特殊 出生率 の減少率 を大幅に高めて相 当規模の 「人口学 的ボーナス」 を長期 にわた って創 出
し,輸 出志 向工業化政策に必要不可欠の労働 と資本の大量供給を実現 して きた と考 えられる。 と
りわけ労働 の大量供給 は,外 資企業の対 中直接投 資の誘 因 とな り,1990年代初頭か ら数 えてわ
ずか10年問で中国 を 「世界 の工場」 の地位 に押 し上 げた*30。しか し,中 国は,前 稿 と本稿で は
2003年の1人 あた りGNIが依然 と して2000ドルに達 しない高人ロ圧 力下 の後発 国 に分類 され
るだけではな く,1990年代後半の合計特殊出生率がす でに1.80まで低下 しているため に,今 後
は 「人 ロ学的ボーナス」の創 出それ 自体 を期待 しに くい状況 を迎 えてい る*31。中国は,表4に
示 した ように,所 得水準 の全体 的底上げを今後 も必要 としているにもかかわ らず,韓 国,シ ンガ
ポール,タ イに匹敵する高齢化社会の到来 とい う新たな装いの人 口圧力 に対峙 していかなければ
な らない深刻な局面 にす でに差 し掛かっているのである*32。
それでは,こ うした実情 を抱 える中国は,後 発国工業化模式 か ら逸脱 した特殊事例 とみ なすべ
きなのだろうか。筆者は,高 人口圧力下の後発 国 とその予備 軍 といえる潜在 的高人口圧力下の後
発 国のなか には中国 と同様 の症例 を早晩発症 す るであろ う諸国が 一定 数存在す る,と 考 えて い
る。高人口圧力下の後発 国と潜在的高人 ロ圧力下の後発国は,「人口学的ボーナス」,すなわち潜
在的 な労働 と資本 の大量供給 を十全 に活用する ことを求め られるが,そ の一定数 は,潜 在的な労
働 と資本の大量供給 を十全 に活用で きない ままその消失 を迎えざるをえない状況 におかれる と見
込 まれる*33。要す るに,筆 者 は,高 人ロ圧力下 の後発国 と潜在 的高人口圧力下 の後発国の一定
数が中国 と同様 の症例 を早晩発症する原因は,高 人ロ圧力下の後発 国 と潜在 的高人ロ圧力下の後
発国の一定数が潜在 的な労働 と資本の大量供給 に釣 り合 うほ どの就業機会 を創 出しえない ことに
あ る,と 認識す るのである。高人口圧力下の後発国 と潜在的高人ロ圧力下の後発国の一定数は,
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後述す るように,潜 在 的な労働 と資本の大量供給がむ しろ重荷 になるとさえい えるだ ろう。
後発 国の工業化 は,冒 頭 で述べ た ように,1960年代以 降,輸 出志 向工業化政策 に基づ いて行
われる ようになっている。輸 出志向工業化政策 を採用する後発国に立地 している企業 は,外 資企
業であれ,内 資企業であれ,加 工 ・組立 した工業製品の販路の大部分 を諸外国に求め るため に,
少 な くとも工業化過程初期 には当該国 ない しは 自国の市場規模 に甚斗酌す る必要性 はほ とん どな
い。 とりわけ外資企業 は,税 制,産 業 インフラ,人 的資源な どの条件か ら利潤獲得の見通 しを立
てればよいのである。 しか し,先 発 国を中心 とする諸外国の市場 といえども,高 人口圧力下の後
発国 と潜在的高入口圧力下の後発国のすべ てが 「人ロ学的ボーナス」 を十全 に活用 して工業製品
の加工 ・組立 を行った場合,そ のすべて を受容で きるほどの規模 を備 えているわけではない。 し
たがって,高 人口圧力下の後発国 と潜在的高人口圧力下の後発 国の一定数 は,潜 在的な労働 と資
本の大量供給 を活用 しきる機会 を失 い,以 下の状 況に陥る と推測 される。
高人 口圧力下の後発国 と潜在的高人 口圧力下の後発国の一定数は,潜 在的 な労働 と資本の大量
供給 に釣 り合 うほ どの就業機会 を創 出 しえないために,労 働 の超過供給 を常態化 し,「人口学 的
ボーナス」創 出期の前半 に労働供給 の担い手であった先行世代 の生産年齢人 口の所得水準 を長期
(生涯)に わたって抑制す ることを避 け られず,か れ らの多 くが 「所得 貧 困」を克服 で きない う
ちに高齢従属人口(65歳以上人口)の隊列 に加わることを許容せ ざるをえない だろう。 「人ロ学 的
ボーナス」創 出期の高人ロ圧力下の後発 国 と潜在 的高人口圧力下の後発 国の一定数 は,高 等 ・専
門教育機会 の不均等 に起因す る知識労働 と技能労働の供給不足 に も直面す る一方で,単 純労働 の
供給超過 に ともなう賃金水準 の抑制 と失業率の上昇 とい う現象 に大勢 と しては晒 され るので あ
る。
また,高 人 口圧力下の後発国 と潜在的高人口圧力下の後発国の一定数 は,第 三国にたいする人
件 費の高騰や カン トリー リス クの上昇 を察知 した外資企業の資本の移転 あるいは後々発国 との競
合 関係の出現 に起 因 した内資企業 の価格競争力の低下に よって就業機会 を十分 に保障 していけな
くなった場合,後 続世代 の生産年齢人口にたい しても実質所得額の低下や失業の急増 に ともな う
「所得貧 困」 に瀕する危険性 を背負 わせ ることになるだろ う。 もちろん,後 続世代 の生産年齢人
ロは,高 齢従属人口の隊列 に加 わる先行世代の生産年齢人 口の扶養負担 にも耐 えていかなければ
な らない。 「人口学的ボーナス」創 出期 の潜在 的な労働 と資本の大量供給 は,実 際に創 出され る
就業機会 を大幅に超過 した場合,後 発国に 「所得貧困」 を存続 させ る原 因に転化するのである。
さらにいえば,こ うした高人口圧力下の後発 国 と潜在 的高人ロ圧力下 の後発 国の一定数の状況
は,「人 口学 的ボーナス」消失後,失 業率が一定程度 まで低下 してい く期 間を経 て,い っそう悪
化する可能性 がある。後発国が採用 している輸 出志向工業化政策 は,大 量供給 されるゆえに廉価
となる労働の利用 を要諦 としてい るために,「人 ロ学的ボーナス」消失後の後発 国では合理性の
大半 を失 いかねない。 「人ロ学 的ボーナス」消失後の後発国は,人 件費が高騰 して従来 までの輸
出志向工業化政策 を維持で きな くなるのである。労働集約財 は,た とえ資本集約財や技術集約財
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にたい して依然 として比較優位 をもっていた として も,工 業化 と経済の高成長の推進力を生んだ
輸出を従来の ように維持 していけるほ ど国際的 には廉価 ではな くなる。「人ロ学的ボーナス」消
失後 の高人口圧力下の後発 国 と潜在 的高人口圧力下 の後発国の一定数 に残 された途 は,技 術力 を
高めることによって産業構造全体 の高付加価値化 を推進することで輸出志 向工業化政策に絶 えず
合理性 を付与 し続ける以外 にない といえよう。「人ロ学的ボーナス」消 失後の高人 口圧力下の後
発国 と潜在的高人ロ圧力下の後発 国の一定数 は,「人ロ学 的ボーナス」創 出期 に産業構造全体 の
高付加価値化 を推進す る準備 を整 え られ なか った場合,「人ロ学 的ボーナス」消失後 に工業化 と
経済の高成長 の推進力 を失 うと考え られ る。
もっ とも,産 業構造全体 の高付加価値化 の推進は,当 初 か ら労働 を節約す る方向ですすんだ場
合,「人口学的ボーナス」消失後 も工業化 と経済の高成長 を持続 させ うると して も,所 得分布 を
い っそ う悪化 させ るに相違 ない。その結果,一 握 りの富裕層 と圧倒的多数の貧困層 との対立 は,
ますます深刻 さを増 し,権 威主義体制 は,富 裕層 とかれ らの生活基盤 を支える工業化 と経済の高
成長に とって安定 した秩序 を維持す るために,温 存 ・強化 され るおそれがある。多分 に軍事戦略
上の配慮か ら就業機会の創 出に乏 しい重工業への投資 を最優先 した旧ソ連 と 「改革 ・開放」政策
採用 以前の中国は,「社会主義」 イデオロギーの帷 を外 してみる と,あ る種 の権威主義体制の も
とで潜在的失業者の減少 と国民の実質所得額 の引 き上 げを当初か ら断念 してひたす ら統計上の工
業化 と経済の高成長 を追求 して きた といえよう。A.ガー シェンクロ ン(Gerschenkran,Alexander)
は,筆 者が以上で示 した見通 しを一定程度先取 りす る素描 を旧ソ連 を念頭 において1950年代 後
半か ら1960年代初頭 にか けて提示 してい る。引用文 末の 「不吉 な釣 合」(sinisterproportions)と
は,筆 者の理解 による と,強 い親和性 をもった 「経済的後進性,急 速 な工業化,権 力の冷酷 な行
使」(economicbackwardness,rapidindustrialization,ruthlessexerciseofdictatorialpower>の並存状態 をさ
す。
かな り広範囲にわた る後進地域 では,工 業発展があ ま りにも遅れて きたとい うまさにその
事実が,か つてない技術進歩の機会 と並 んで,工 業化 に対す る大 きな障害 を創 りだした。工
業進歩は困難で高価である。医薬 品の進歩 はよ り安価 で,よ り成果 をあげやす い。後者が前
者 にか な りに時間的なズ レを伴 って先行す る限 りにおいて,お そるべ き過剰人口が もた らさ
れ,工 業革命 はマルサス的反革命 によって打 ち負 かされるか もしれ ない。
前述 したことと密接 に関係 しなが ら,し か しその効果においてはるかに大 きく容易な らざ
る ことは,工 業化が大 きく遅れる と社会 的緊張が発展するだけの時 間がで き,不 吉な釣合の
様相 を呈す ることであ る(傍点は,引用者による)*34。
ところで,経 済のグ ローバ リゼーシ ョン(globalization)は,後発国 に工業化 と経 済の高成長の
機会 を提供する一方で,高 人口圧力 下の後発 国 と潜在 的高人ロ圧力下 の後発 国の一定数が国民 の
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「所得貧困」を基本 的に撲滅 しえないまま高齢化社 会の到来 を受容せ ざるをえない状況の発生 と
固定 に拍車 をかける。その根拠 は,大 別 して二つあ る。
第一は,後 発 国の多 くが生存維持水準 を辛 うじて超 えているにす ぎない農業就業者 を大量 に抱
えているこ とに起 因する。 アジア地域 とア フリカ地域 は,ま さにその典型 である*35。輸出加 工
区あるいは自由貿易区へ の外資企業の誘致 によって実現 される工業化 と経済の高成長 は,先 発国
が経験 しなか った短期 間における人 ロ都市化 の進展,ひ いては 「過剰都市化」(over-urbanization)
*36をこう した後発 国に もた らし,都 市 の失業者 とイ ンフォーマ ル ・セ ク ター(infomlalsector)
*37就業者 の増大,ス ラム(slum)の形 成 と拡 大,都 市 財政 の逼迫 を促 しやす い。労働 の供給
は,就 業機会 を恒常的かつ大幅に超過 し(労働の超過供給の常態化),先行世代の生産年齢人 口の所
得水準は,長 期(生 涯)に わたって抑 制 される。都 市移住者 の一定数の 「所得貧 困」 は,ま った
く改善 されず,工 業化 と経済の高成長 は,「所得貧困」層 の一定数 を農村 部か ら都市部へ と単 に
横滑 りさせたにす ぎない。
第二 は,後 発 国と誘致 される外資企業 とが基本的に相容 れない戦略 をもつ ことに起因す る。後
発国は,自 国の要素賦存状況の漸進的変化 に即応 した技術 の向上に基づ く工業製品の価格競争力
の維持 を基本戦略 に据 えたい と考 えるが,外 資企業 は,後 発国の思惑 とは大 きく異 なった基本戦
略 を描 く。多 国籍企業(Transnati。nalC・rp・rayons)*38である外資企業は,最 適地調達 ・最適地生
産 ・最適地販売 とい う自身のグローバ ル戦略 に基づ いて,後 発国経済 を一国規模 ではな く国際規
模 で編 成 される製品別分業体制(主 として高付加価値製品と低付加価値製品の分業体制をとる)や工程
間分業体制(主 として加工部門と組立部門の分業体制をとる)や地域別分業体制 の一構成要素 として位
置づける。 この点は,R.ヴ ァーノ ン(Vernon,Raymond)の「プロダク ト・サ イクル」(productcy-
cle)論でい う 「成熟化製 品」(maturingproduct)の加工 ・組立拠点の移転*39あるいは 「標準化製
品」(standardizedproduct)の加工 ・組立拠点 移転や応用技術 に基づ く 「新製品」(newproduct)
の加工 ・組立拠点の新設*40としてであれ,ま た機械 ・設備 では労働 を代替 しに くい工程 を有す
る工業製品や市場 の長期 的見通 しが立 ちに くいゆえに追加的設備投資の実行 には多大 な リス クを
ともなう工業製品の加工 ・組立拠点の移転 としてであれ,経 済のグローバ リゼーシ ョンの渦中に
ある現下では基本的に同様 である。輸出加工区あるいは 自由貿易 区への外資企業 の誘致 によって
実現 される後発国の工業化 と経済の高成長 は,後 発国経済が多国籍企業 のネッ トワークの一環 に
組 み込 まれる見返 りとして実現 されるので ある。その結果,高 人口圧力下の後発 国と潜在的高人
口圧力下の後発 国は,電 子産業や 自動車産業に代表 されるように 「成熟化製品」 あるいは 「標準
化製品」や応用技術 に基づ く 「新製品」 の加工 ・組立部 門を受 け入れる場合 では,先 発国で労働
生産性の上昇 を十分 に実現 した技術体系が輸入 され ることによって労働生産性が低 い内資企業 を
遙 かに超 える賃金 を労働 者に約束 で きる一方*41(もちろん,高人口圧力下の後発国と潜在的高人口圧
力下の後発国の労働者がこの場合に受け取る賃金は,先発国の労働者が同様の条件のもとで受け取っている賃
金に比較して遙かに廉価である),就業機会の拡大 を通 じた所得格差 の是正 にたいする効果 をほ とん
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ど期待で きない*42。他方,高 人口圧力下の後発 国 と潜在 的高人 口圧力下の後発 国は,食 品産業
や繊維産業に代 表 されるよ うに機械 ・設備 では労働 を代 替 しに くい工 程 を有す る工業 製品の加
工 ・組立部門(筆者は,食品産業では,加工部門は原材料 となる農畜産物や水産物などの洗浄や下処理を行
う工程を担い,組立部門は調理や箱詰めをする工程を担 う,また,繊維産業では,加工部門は紡績,染色,製
織を行う工程を担い,組立部門は,裁断や縫製を行う工程を担う,と認識している)を受 け入 れる場合 で
は,先 発国で労働生産性の上昇 を十分 に実現 していない/し えない技術体系が輸入 され ることに
よって就業機会の拡大 を通 じた所得格差の是正 にたいす る効果 を一・定程度期待で きる一方,労 働
生産性が低 い内資企業 を若干上回るにす ぎない賃金を労働者 に約束す る以外 にない。後発 国は,
いずれに しろ,自 国の基本戦略 を棚上げせざるをえな くなるのである。
筆者 は,以 上の二点 を根拠 に して,以 下の二つの結論 を くださざるをえない。第一 は,経 済の
グローバ リゼーシ ョンを背景 に して工業化 を始動 した高人口圧力下 の後発国 と潜在 的高人口圧力
下の後発国は,労 働 と資本 とが相対価格の低下 を競 いなが ら所得分布の是正 と技術 の高度化 をも
た ら して きた先発 国の経験(内生的変化)を かな らず しも踏襲す る とはか ぎらない,と い うこと
である。第二 は,輸 出志向工業化 政策の採用 は,輸 出財 となる工業製品の品質や機能 に特筆すべ
き差別化が適宜施 されていか ないか ぎり,膨 大 な人口総数 を擁するために 「人口学 的ボーナス」
期の生産年齢人 口の絶対数が大 き くな らざるをえない高人口圧力下 の後発国 と潜在 的高人口圧 力
下の後発国にたい しては 「所得貧 困」の撲滅 とい う点で不利 に働 くおそれがある,と い うことで
あ る。
筆者 は,後 発国の工業化 と経済の高成長は 「労働の無制 限供給」が続 くか ぎり推進力を失わ な
い,と す るさまざまな媒体 に氾濫 して きた論評 にたい して,憤 りに も似た強 い感情 を自覚す る。
確 かに,こ うした論評それ 自体には,事 実的誤謬 はない。 しか し,筆 者は,こ うした専 門家の論
評が一方では 「転換 点」到来時期の遅延 によって もた らされ る後発 国社 会の緊張 と負荷 を軽視
し,他 方では 「人口学的ボーナス」消失後 にい っそう深刻化するであろ う後発国社会の緊張 と負
荷 をまった く考慮 していないように思 えてな らない。安易 な診断に安住するまえに,ぜ ひ一考 し
て欲 しい。後発国問題で検討 されるべ き肝要 な点は,後 発 国の工業化 と経済の高成長が今後 も持
続するか否 かで はな く,後 発国の国民一般 の生活水準が工業化 と経済の高成長 を通 じて先発国の
国民一般のそれ まで確実に到達するか否かにあ る。 もちろん,後 者の達成は,前 者の達成 を前提
にしてお り,実 質的に同義 である,と い う反論 もあ ろう。 しか し,筆 者 は,詳 述 して きた よう
に,「労働の無制 限供給」がいかなる後発 国の国民一般の生活水準 を も先発 国の国民一般の生活
水準へ遅かれ早かれ近づけてい く端緒 になる,と い う認識 を どうして も共有す るこ とがで きない
でいる。
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お わ り に
輸出志 向工業化政策 は,1960年代以 降,後 発 国工業化論の普遍的模 式である とみな される よ
うになった。後発国は,国 内の労働 と外資企業の資本 とを輸 出加工 区あ るいは自由貿易区で結び
つ ける ことによって価格競争力 を有する輸出財 となる工業製 品を加工 ・組立 し,急 速 な工業化 と
経済の高成長 を実現 して きた。後発国で採用 された輸 出志向工業化政策 は,生 産年齢人口増加率
が人ロ増加率 を上回る 「人ロ学的ボーナス」創 出期 に工業化 と経済の高成長の実現 にたい して絶
大 な効力 を発揮 した。
「人 ロ学 的ボーナス」の創出期 聞 と創 出規模 は,後 発 国の工業化過程 における経済成長率 をほ
ぼ決定す るといえた。「人口学 的ボーナス」の創 出は,高 人口圧力 回避/解 消 済みの後発国の よ
うに 「家族計画プログラム努力水準」 と 「社会 開発水準」の並行的引 き上げによるに しろ,高 人
ロ圧力下の後発 国の ように前者 にほぼ全面的に依存す るにしろ,労 働 と資本 を大量かつ安価 に供
給する道筋 を遅かれ早 かれつ くることでそれ らを工業化 と経済の高成長の推進力 とす る必要上か
ら推奨 された。
「人 口学的ボーナス」の創出 を前提 に した輸出志向工 業化政 策の唯一 に して最大の欠点 は,高
人 口圧力下の後発国 と潜在的高人口圧力下の後発国の一定数で は 「所得貧困」の撲滅 を基本的 に
達成するほど潜在的な労働 と資本 を十全 に活用で きないことにあった。高人 口圧力下 の後発国 と
潜在的高人ロ圧力下 の後発 国の一定数 は,潜 在的 な労働 と資本 を十全 に活用 で きないため に,
「人 口学的ボーナス」創出期の前半 に労働供給 の担 い手 であった先行世代 の生産年齢人 口の所得
水準 を長期(生涯)に わた って抑制す るこ とを避け られず,か れ らの多 くが 「所得貧 困」 を克服
で きないうちに高齢従属人ロの隊列に加わ るこ とを許容せ ざるをえない。 またS高 人 口圧力下の
後発 国 と潜在 的高人口圧力下の後発 国の一定数 は,第 三国にたいす る人件費 の高騰や カン トリー
リス クの上昇 を察知 した外資企業の資本の移転あ るいは後々発国 との競合関係の出現 に起 因 した
内資企業の価格競争力 の低 下によって就業機会 を十分 に保 障 していけな くなった場合,後 続世代
の生産年齢人口にたい して も実質所得額の低下や失業 の急増 に ともなう 「所得貧困」 に瀕す る危
険性 を背負わせ ることになるだろう。高人ロ圧力下 の後発 国 と潜在 的高人ロ圧力下 の後発 国は,
高人ロ圧力回避/解 消済みの後発国に比較 して,工 業化 と経済の高成長の さなかに人 ロ圧力の過
重性 を意識す る局面に一般 に認識 されている以上の頻度 と強度で遭遇 しているのである。
さて,こ うして,高 人 口圧力下の後発国 と潜在 的高人 ロ圧力下の後発 国は,「人ロ学的ボーナ
ス」 の創出に並行 して内資企業の技術力の強化 に官民一体 となって努め ざるをえな くなった。高
人 口圧力下の後発国 と潜在的高人ロ圧力下 の後発国 は,「人口学 的ボーナス」 の恩恵 に浴 してい
るあいだに,ガ ー シェ ンクロ ンの輩 みに倣 えば,低 付加価値工業製 品の加工 ・組立か ら高付加価
値工業製品の加工 ・組立 に至 る工業領域 に とどまらず,産 業構 造全体の技術水準 の 「追跡」/
「到達」(catchup)を潜在 的な労働 と資本 の大量供給 を十全 に活用す る方 向で官民一体 となって
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目指 さなければな らない*43。教育 と研究 開発への大規模 の資金 の投入 は,産 業構造全体の技術
水準 の 「追跡」/「 到達」 を実現 してい くうえで必須の選択 であろ う。「人 口学的ボーナス」の
創出に並行 してまたそれ を十全 に活用す る方 向で行 わなければならない内資企業の技術 力の強化
は,困 難 きわま りないが,「労働 の無制 限供給」 による統計上の工業化 と経 済の高成長 を拒否す
る以上避 けて通 れない*44。外資企業 は,生 産年齢人 口増加率が人 口増 加率 を下 回る 「人口学的
ボーナス」消失後の賃金水準の上昇 を織 り込 んだ長期計画の見通 しが利潤 を約束す る ものでなけ
れば,資 本を賃金水準が依然 として低い第三 国に移転 させ うる。 したがって,産 業構造全体 の技
術水準 の 「追跡」/「 到達」の実現 は,渡 辺利夫が1970年代末 にすでに指摘 しているように,
内資企業が外来技術 を改良 ・革新 してい く 「内実化」/「 内部化」能力の水準 とその向上 を支援
する諸制度にかかっている とい えよう*45。「内実化」能力 の水準 は,高 人口圧力下の後発 国 と潜
在的高人 口圧力下の後発国の一定数が輸出志 向工業化政策を採用 して 「所得貧困」の撲滅 を基本
的に達成 しうるか否かの分水嶺 となるのである。高人 口圧力下の後発国 と潜在的高人口圧力下の
後発 国における内資企業の外来技術の 「内実化」 に関する検討は,筆 者の力量 をはるかに超 えて
お り,数多 く存在す る経営学分野や地域研究分野の先行研究 を参照 されるこ とを望 む。
【追 記】
本稿 は,「所得貧困」 の存続が輸出志向工業化政策 の実施 に合理性 を付与 していた 「人口学 的
ボーナス」 の不可避的 な不十分な活用に起 因する一面があることを示 し,と りわけ中国の開発 と
貧困が まさに楯の両面 にあることを強調す る内容 となってい る。筆者は,こ の点について若干の
補足 を してお くべ きである と考える。
中国は,「所得貧困」の撲滅 を基本 的に達成 しえないまま2015年前後 に 「人口学的ボーナス」
の消失 を迎 えるだろう(注31参照)。中国の経済成長率は,当 然,「人口学的ボ0ナ ス」の消失 に
さきだって鈍化 しは じめるに相違 ない。 しか し,そ の程度 は,内 資企業の 「内実化」能力の水準
に よって大 きく変 わる。筆者は,正 直にいうと,内 資企業全般 の 「内実化」能力の水準 をどのよ
うに見積 もるべ きか判断に苦 しんでお り,今後 の中国経済の動 向に関する確固たる見通 しをいま
だ抱 けずにいる。内資企業全般の 「内実化」能力 の水準 は,内 資企業に よる外 資企業の買収や外
国人技術者 ・熟練工の採用が今後 いっそ う増加す ると予想 されるこ ともあ り,先 発国の経験や中
国 自身の過去20年間の全生産要素生産性 の推移 などか ら単純 に推定で きる とは思えない。
筆者が現在唯一確信 しうることは,中 国の経済成長率が どの ような水準で推移 した として も,
富裕層 と貧困層の二極化 は今後 いっそ うすすみ*46,中国共産党 ・政府 による権威 主義体制 は強
化 され ることはあって も弱化することはない,と いう一点 に尽 きる。 もっとも,筆 者は,権 威主
義体制の強化 は,正 当性 の有無をめ ぐる評価 は ともあれ,社 会 の安定には大 きく寄与す る,と い
う立場 には与 しえない。筆者は,権 威 主義体制 の強化 は,さ らなる社会不安 を育 む温床 になると
認識 している。
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注
*1本 稿 は,工 業化 の 開始 時期 の相 違が 一国 ・地域 の経 済 開発 の様態 を強 く規 定 す る とい う認 識 の も とに
執筆 され るため に,先 進 国(developed/advancedcountries)と発展 途上 国(developingcountries)とい
う表現 を使用せ ず,先 発 国(precedingcountries)と後発 国(1ate-comercountries)とい う表現 を使 用
す る。
したが って,本 稿 でい う後発 国 は,厳 密 な用法 では,い わ ゆる発 展途 上国 に限定 されず,イ ギ リス を除
く西 ヨー ロッパ諸 国,ア メリカ,カ ナ ダ,オ ース トラリア,ニ ュー ジー ラ ン ド,日 本 とい ういわゆ る先進
国 を含 むこ とに なる。 しか し,本 稿 で は,基 本 的 に,現 在 の先 進 国 を先発 国,先 発 国 を 「追跡 」 して い
る/し てい く発展 途上 国 を後発 国 と呼 ぶ こ とに したい。
*2拙 稿 「高 人口圧力 下 の後発 国にお け る開発 と貧 困 『追跡 』期 間 の 『圧 縮 』 と 『転 換 点』到 来時期
の遅延 のは ざま」 神奈 川大学経 済学会 『商経 論叢』 第41巻 第2号,2006年3月,161～223頁 。
*3厳 密 にい え ば,前 稿 は,1980年か ら2003年まで の23年 間 の実 質製 造 業生 産 成 長率 お よび実 質GDP
成 長率 の いず れ もが年率 平均5%以 上 を記録 した に もか か わ らず(GDPは,年 率 平均5%成 長 で3.1
倍 に なった計算 に なる),2003年の1人 あた りGNIが 依然 と して2000ドルに満 た ない諸 国 を高人 口圧力
下 の後発 国,同 期 間 の実 質製造業 生産成 長率 お よび実 質GDP成 長率 の いずれ か あ るいは いず れ もが 年率
平均4%に は達 したに もかかわ らず(GDPは,年 率平均4%成 長 で2.5倍に なっ た計算 に な る),や は
り2003年の1人 あ た りGNIが 依然 と して2000ドル に満 た ない諸 国 を高 人 口圧 力 下 の 後 発 国 に 準 じる
国 ・地域,す なわち準 高人ロ圧力 下の後発 国 と同定 した。前群 は,中 国,イ ン ド,ラ オス,ウ ガ ンダ,ベ
トナム,後 群 は,バ ング ラデ ィシ ュ,イ ン ドネ シア,ミ ャ ンマー,ネ パ ール,パ キス タ ン,ス リラ ンカ,
ス ワジラ ン ドか らな る。
*41nternationalBankforReconstructionandDevelopment:IBRD/TheWorldBank,WorldDevelopment
Report2006:EquityandDevelopment,OxfordUniversityPress,2005,p.291(田村 勝省訳 『世界 開発 報告
2006-一経 済開発 と成長 にお ける公平性 の役割』 一灯舎,2006年,307頁).
IBRDは,1人 あた りGNIの 大 きさに よって,IBRD加 盟 国 ・地域 お よび人 口3万 人 以上 の非 加盟 国 ・
地域 を先進 国に相 当す る高所得経 済地域(highincomeeconomies),発展途 上国 に相 当す る上位 中所 得経
済 地 域(uppermiddleincomeeconomies),低位 中所 得 経 済 地 域(10wermiddleincomeeconomies),低
所得 経 済地域(10wincomeeconomies)に区分 して い る。 区分 の基 準 とな る1人 あ た りGNIは,毎 年 調
整 され る。2005年7月1日 に発 表 され た区分 は,2004年の1人 あ た りGNIに 基づ いて,高 所 得 経済 地域
1万0066ドル以 上(56ヵ 国 ・地 域),上 位 中所 得 経 済 地域3256ドル以 上1万0065ド ル以 下(40ヵ 国 ・
地域),低 位 中所 得経済 地域826ド ル以上3255ドル以 下(54ヵ 国 ・地域),低 所 得経 済地域825ド ル以下
(59力国 ・地域)で ある。
*5柳 澤 〔2005〕,179頁。
*6佐 瀬六 郎 「国 土 ・人 ロ ・所 得 人 ロ 圧 力 の 測 定 に つ い て」(1)国 土 計 画 協 会 『国 土』第1巻 第2
号,1951年5月,11～13頁 お よび 「同」(2)国土 計 画協 会 『国土 』第1巻 第4号,1951年7月,ユ0～14
頁。
人 口圧 力係 数は,特 定 国 ・地域 の経年比 較の場合 には当該 国 ・地域 の特 定年 の人 口圧 力係 数 を100とす
る人 口圧 力指 数に,特 定年 の国際比 較の場合 には当該年 の世界全体 の 人口圧力係 数 を100とす る人 口圧 力
指数 に置 き換 え られ る。
*7李 通屏 「中国人 口圧力 的定量研 究」 『人 口学刊 』2004年第1期(総 第143期),17～23頁。
人 口圧力 は,対 照 的に,巨 大な人 口 を抱 える後発 国で は正視 せ ざるをえな い問題 と して存在 す る。 中国
の李通 屏 は,2004年,佐 瀬 〔1951・5〕〔1951・7〕が1950年代初 頭 の 日本 にお い てお そ ら く抱 い てい た
であ ろ う問題意 識 に立 って,人 口圧力 総数 とい う人 口圧力 の測定 方法 を提 案 してい る。李 の 人口圧力総 数
は,人 口 自然増加 率,人 口密 度,識 字 率お よび高等 教育就学 率,1人 あた り所得 額 の4指 標 か ら別 々 に作
成 され た4つ の人ロ圧 力指 数 をそ れぞ れ0.2,0.25,0.3,0.25の比重 で足 し合 わせ て求め られ る。李 の
人口圧 力総 数 は,4指 標 か ら人 口圧 力 を算 出す る仕組 み で あ るた め に,佐 瀬 〔1951・5〕〔1951・7〕の 人
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口圧力係 数 よ りも人口圧力 の多面性 を捉 え るの に優iれて いる。李 は,目 下 の とこ ろ,2000年時点 の 中 国
にお け る31-一級行 政 区(22省 ・5自治 区 ・4直轄 市)の 比較 を試 み て いる にす ぎな いが,今 後 経年 比 較














*14小 島宏 「東 ア ジアの少 子 ・高齢化 と社 会構 造 の変化 」 内閣府 経済社 会総 合研 究 所 『研 修 テキ ス ト』
2003年3月,内 閣府経済社 会 総合研究所,URL(http:〃www.esri.go・Jp/jp/Ue/ea/ea7a.pdf)。
*15大 泉啓 一郎 「東 アジア少子 高齢化 時代 と日本 の協 力 もう1つ の経済 連携」 渡辺利 夫編 『日本 の東
アジ ア戦略 共 同体へ の期待 と不安 』東洋経 済新報社,2005年,179～206頁。
*16大 泉啓 一郎 「人 ロボーナ ス論か らみた 中国の経 済発 展 の軌 跡 と展 望 人 口構 造変化 か らみ た改革 ・
開放 政策 の 課 題」 日本 総合 研 究所 調 査 部 環 太 平 洋 戦 略研 究 セ ン ターBRIM』 第6巻 第20号,2006年 ユ
月,68～86頁。
*17大 泉啓 一郎 「東 アジアの少子 高齢化 と持続 的経済発 展の課 題 中国 とタイを対 象 に」 アジア政経学
会 『アジァ研 究』 第52巻 第2号,2006年4月,66～78頁 。
*18大 泉啓 一郎 「中国 の少 子高齢 化 と社会 保 障一 人口動態 か らみ た中国 の経 済発展 の課題 」 日本 総合研




モー ルデ ィ ンとロス は,各 国 ・機 関 の関係 者 か ら回収 した ア ンケ ー トの 結果 を30項 目の 指標 に整理
し,そ れ ぞれの 「努力水準 」 を4を 満点 として計数化 し,そ の合 計が最 大120に なる 「プログ ラム努力得
点」(programeffortscore)を算 出 した。 「家 族計 画 プロ グラム努力水準 」 は,「プ ログラム努力得 点」 の
大 き さ に よ っ て,67以 上 の 「強」(strong),46以上66以 下 の 「中」(moderate),21以上45以 下 の
「弱」(weak),0以上20以 下の 「最 弱 または な し」(veryweakornone)の4群に区分 され,表6に 示 し
た よ うに,そ れぞ れ14,28,33,13の国 ・地域 が振 り分 け られ た。
*21MauldinandRoss(1991).
モール デ ィン とロス は,成 人識 字率,初 等 ・中等教育 就学率,出 生 時平均余 命,幼 児死亡 率,非 農業部
門男 子労働力 率,1人 あ た りGNP,(人 口)都 市化率 に基づ き 「社会 開発水 準」(socialsetting)を算 出 し
た。 もっ とも,モ ール デ ィンとロス によって算 出 された 「社会 開発水準 」 は,社 会 開発指標 と経済 開発指
標 とが混在 してお り,実 際 には 「社 会経 済 開発水 準」 とい うべ きものであ る。「社 会 開発 水準」 は,「高」
(high),「上 位 中」(uppermiddle),「下位 中」(lowermiddle),「低」(10w)の4群 に区分 され,表6に 示
した ように,そ れ ぞれ19,24,23,22の国 ・地域 が振 り分 け られた。
*22阿 藤誠 『現代人 口学一 少子 高齢社会 の基礎 知識』 日本評論 社,2000年,55頁。
「社会 開発水準 」お よび 「家族 計画 プ ログ ラム」 が合計 特殊 出生 率 の減 少率 に与 え る影響 につ い て ま と
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めたモ ールデ ィ ンとロスの一 覧表(本 稿 の表6)は,す で に阿藤 によって紹介 され てい る。
*23モ ー ルデ ィ ンとロスのい う家族計画 プ ログ ラム とは,法 に よる出生数 の強制,専 門機 関の創設,避 妊
手段 の提供 な ど合 計特殊 出生率 の引 き下 げ を 目的 に した活動 全般 を指 す。
*24UnitedNations,DepartmentofEconomicandSocialAffairs,PopulationDivision,NationalPopulation
Policies2001,UnitedNations,2002,p.272.
*25こ うした事実 をふ まえ る と,ボ ッワナ,韓 国,モ ー リシ ャス,タ イ,チ ュニ ジア,コ ス タリ カ,マ
レー シ ア,シ ンガポ ー ルの高 人 口圧 力 回避/解 消 済 みの後 発 国 とい え ど も,こ れ まで に 「強」 も し くは
「中」 に区分 され る 「家族計 画 プロ グラム努 力水準 」 を達成 して こなか っ た場 合 に は,中 国,イ ン ド,ラ
オス,ウ ガ ンダ,ベ トナム,バ ングラデ ィシュ,イ ン ドネ シア,ミ ャ ンマー,ネ パー ル,パ キス タン,ス
リランカ,ス ワジ ラ ン ドと並 んで,高 人 口圧力 下の後発 国に分類 されて いた可能性 の存在 をわず か とはい
え否 定で きない。 中国,イ ン ド,ベ トナム,バ ング ラデ ィ シュ,イ ン ドネ シア,ス リラ ンカの6ヵ 国 に
至 って は,こ れ まで に 「強」 もし くは 「中」 に区分 され る 「家族計 画 プログ ラム努 力水準 」 を達 成 して き
た にもか かわ らず,高 人ロ圧力 下 の後発 国 に分類 されて いる。
また,前 稿 と本稿 で分析 対象 に した22ヵ 国 を高人 口圧 力下 の後発 国 と高 人 ロ圧力 回避/解 消 済 みの後
発 国 とい う2群 に分 ける工業化 過程初期 の 人口圧力係 数 も,高 人 口圧 力下 の後発 国 と高 人口圧力 回避/解
消 済み の後 発 国の18ヵ 国 でいず れの 「家族 計画 プ ロ グラム努力 水 準」 であ る に しろ家 族計 画 プ ログ ラム
が まった く実施 され て こなか った場合 に は,0.OO150よりも高位 の水準 に設 定 され た可 能性 が高 い といわ
なけれ ばな らない。
*26BloomandWilliamson(1997).
ブ ルーム とウ ィリアム ソンは,1965年か ら1990年に至 る東 ア ジアで観 測 され た経済 成長 の4分 の1か
ら3分 の1の 要 因 は人 口動態,す なわち 「人 口学的 ボー ナス」で説 明で きる,と い う分析 結果 を示 してい
る。
*27小 島 〔2003〕,4頁。
小 島は,東 アジア諸 国 ・地域(中 国,香 港,マ カオ,北 朝鮮,日 本,モ ンゴル,韓 国,台 湾)と 東南 ア
ジ ア諸 国(ブ ルネ イ,カ ンボ ジア,東 テ ィモ ー ル,イ ン ドネシ ア,ラ オ ス,マ レー シア,ミ ャ ンマ ー,
フ ィリピ ン,シ ンガポール,タ イ,ベ トナ ム)の 「人口学 的ボー ナス」 の創 出状況 を本稿 に先立 って提示
し,「高度経 済成長 開始 の必 要条件 」 は,年 平均 生産年齢 人ロ増加 率 か ら年平 均 人 口増 加 率 を差 し引い た
値 が 「1%を 越 える こ とで あ る よう な印象」 を受 け る と述べ て い る。小 島の い う 「高度経 済成 長 開始 の
必 要条件」 は,本 稿 のい う 「人口学的 ボー ナス」の大 規模創 出期 の要件 と同一で あ る。
*28Nurkse,Ragnar,ProblemsofCapitalFormationinUndeYdevelopedCountries,2nded.,BasilBlackwell,
1953(土屋 六郎訳 『後進諸 国の資本形成 〔改訳 版〕』厳松 堂 出版,1955年/改 訳版1966年).
*29も ち ろ ん,図2に お け る4ヵ 国の ベ ク トル の傾 きの 変 化 は,4ヵ 国 が 人 口圧 力 係 数0.00300から
0.00250近辺 で 「家 族計画 プ ログラム努力 水準」 を偶然 に引 き上げ た ことに よって生 じた可 能性 も否 め な
い。 しか し,そ れは,あ くまで可能性 の問題 にす ぎず,現 実 的 には まず考 えに くい。 また,人 口圧 力係 数
が0.00300から0.00250近辺 に達 して いない ウガ ンダ,バ ング ラデ ィシュ,ネ パ ールのベ ク トルの傾 きに
変化 がみ られ ない事 実 も,人 口圧 力係数0.00300から0.00250近辺 を家 族計 画プ ログ ラムが 家族計 画 プロ
グ ラム対象 者 の内発 的動機 を ともな うか否か の境域 であ る とい う結論 を裏 書 き してい る ように思 え る。 ち
なみ に,バ ン グラデ ィ シュ とネパ ー ル は,表6に 示 され る ように,「家 族計 画 プ ログ ラ ム努力 水 準」が
「強」 ない しは 「中」 に分類 され る。
*30中 国が 「世界 の工場」 で ある と国際 的 に認 知 され る ようにな った時期 は,日 本経 済新 聞社が イ ンター
ネ ッ ト上 で運営 してい る 日経 テ レコ ン21の 新 聞記事 検索(日 経4紙 対象)に よる と,1980年代 後 半か ら
1990年代前 半 にかけ てであ る。 その先駆 と もい うべ き事例 を2件 紹 介 したい。
① 吉 川史朗 ・吉 川製 油株 式会 社社 長(当 時)は,1986年11月,吉 川製油 株 式 会社(1991年11月,
過大 な設備 投 資が 原 因で会 社 更生 法 を申請 し,1994年9月,日 本精化 株 式会 社 の100%子 会社 と し
て再建 の途 につ き,1995年4月,同 社 に吸収合併 され た)が 約70億 円 を投 じて羊 毛 を洗浄 す る過程
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で採れるウール ・グリスとそれを原料 とするラノリン(化粧品原料)を 製造する工場をシンガポール
に建設する決定を くだした2年 後 に応 じた 『日本産業新聞』 シンガポール特派員のイ ンタビューのな
かで,「我 々は中国を消費市場 とはみていない。む しろ世界の工場 ととらえている」 と答えた(『日本
産業新聞』1986年11月21日)。販路の90%が海外であった吉川製油株式会社 は,円 高 による輸出
難を回避 し,ま たウール ・グリスの製造過程で不要 となる羊毛 をいずれ繊維産業で 「世界の工場」と
なる中国に輸 出する利点 を想定 して,誘 致活動 に熱心であったシンガポールへの直接投資を決断した
という。吉川社長は,韓 国や台湾 に工場 を建設すると,後 々の中国への羊毛の輸出にさまざまな規制
がかかることを見越 してシンガポールを選択 したと述べていた。
② 香港貿易発展局(HongKongTradeDevelopmentCouncil)は,1980年代末,広 東省を中心 とする
中国が 「21世紀の世界の工場」 になるとい う見通 しを示 したという(『日本経済新聞』1989年3月6
日)。この発言には,共 通の広東語圏に属する広東省に隣接 している香港の複雑な立場がい まさらな
が ら窺える。
もっとも,以 上の2件 の発言が掲載された1980年代後半は,中 国を単独 で 「世界の工場」 とみ なす経
営者や専 門家 は著 しくか ぎ られていた。中国は,当 時,NIEs(韓国,台 湾,香 港,シ ンガポー ル),
ASEAN3(タイ,マ レーシア,イ ンドネシア),インドなどと一括 りにされたアジアの一角 として 「世界
の工場」 と呼ばれていたにす ぎない。加 えて,ア ジアを 「世界の工場」 として取 り上げ た記事の件数
は,1年 あた り数件程度であ り,内容 も,「世界の工場」の地位 を失いつつある日本の現状 を憂いつつ 日
本に代わる地域の動向を紹介す るものであった。中国が 「世界の工場」 という呼称 をほとん ど独 占するよ
うになった時期は,21世紀初頭 であった と思われる。「中国」と 「世界の工場」を同時に使用 した記事
は,1997年3件,1998年2件,1999年2件,2000年4件という割合から急増 し,2001年79件,2002年
162件,2003年130件,2004年65件,2005年50件,そして2006年45件となった(本 稿の文脈 にそ ぐ
わない記事は除 く)。2001年以降の記事のほ とんどは,中 国を単独で 「世界の工場」 と位置づけている。
*31国 際連合経済社会情報 ・政策分析局人口部編 『世界人口予測1950-2050』〔2002年改訂版〕(第工分
冊)(阿藤誠監訳)原 書房,2005年,172～173頁。
中国は,大 規模の 「人口学的ボーナス」を長期にわたって創出 し,工業化 と経済の高成長の推進力とし
てきた。 しか し,その中国も,国 際連合経済社会情報 ・政策分析局人ロ部の将来推計によれば,2015年
前後 にいよいよ 「人口学的ボーナス」の消失を迎える。正確 を期すると,「人口学的ボ0ナ ス」は,中 位
予測値 と高位予測値 に基づ くと2011年か ら2015年にかけてのいずれかの年に,低 位予測値に基づ くと
2016年から2020年にかけてのいずれかの年に消失すると予測される。





大泉は,中 国は 「貯蓄率の上昇 という点で人ロボーナスを工業化に活用 した ものの,労 働投入量の増加
の効果を十分に生かせなかったといえる」 と述べ,そ の原因を① 「経済発展の程度が低いなかで出生率が
低下 したため,未 成熟な工業部門が急増する労働力 を吸収出来なかったこと」,② 「改革開放のなかで国
有企業や金融システムの改革が遅 れたこと」,③ 「農村 部か ら都市部への移動 を厳 しく規制 して きたこ
と」,④ 「労働集約的産業ではな く資本集約度の高い重工業 を優先 した産業政策をとったこと」,に求めて
いる。
筆者は,一 国経済的視点に立った場合,② と④に関 しては無条件に,③ に関しては大泉が 「人ロボーナ
・ ス前半」をとくに念頭に置いていると解釈 して,① に関してはやはり 「人ロボーナス前半」に限定 したう
えで改革 ・開放政策の継続性 を危ぶむ外資企業が当初は大勢を占めた事実を補足 して,中 国が 「労働投入
量の増加の効果を十分に生かせなかった」原因として認めることにしたい。
もっとも,筆 者は,同 時に,中 国が 「人口学的ボーナス」を労働の面で十全に活用できなかった原因を
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一国経 済的視 点か ら中国の構i造,制 度,政 策 に一概 に帰 す るのは適切 では ない,と 考 えて いる。筆者 は,
以下 で,中 国を含 めた高人 口圧 力下 の後発 国 と潜 在的高 人 口圧力 下の後発 国の一定数 が 「人 口学的 ボーナ
ス」 を十分 に活用 で きない共 通 の原因 を国際経済 的視点 か ら提起 す る。
*34Gerschenkron,Alexander,.EconomicBackwardnessinHistoricalPerspectiveAill'ofEssays,The
BelknapPressinHarvardUniversity,1962,pp.27-29(絵所秀樹 ・雨宮 昭彦 ・峯 陽一 ・鈴木義 一訳 『後発
工業 国の経済 史 キ ャ ッチ ア ップ型工業化 論』 ミネル ヴァ書 房,2005年,25～27頁).
原文 は,時 代 状況 を反映 して,「経済 的後 進性,急 速 な工業化,権 力 の冷酷 な行使」 に続 き 「戦 争 の危





デ イ ビス とゴー ル デ ンの い う 「過剰 都 市化 」 と は,「工 業化 の水 準 が求 め る もの よ りもす す ん だ都 市




イ ンフ ォーマ ル ・セ クター とは,ILO国 際労 働 統計 家 会議 が1993年1月 に採 択 した 「イ ン フ ォー マ
ル ・セ クター にお ける雇 用統 計 に関す る決 議」 第5条 に よれ ば,以 下 の就 業状 態 にお か れ た事 業体 をい
う。「正 式 な保 証の あ る契約 的取決 め に基づ 」か ない就 業 は,資 本 も技 術 も必 要 と しな いが ゆえ にだれ に
で も容易 に な しうる業種 ・業態 で過 当競争 を生 み,就 業者 の所 得 を生存維持 水準 以下 に まで容易 に引 き下
げてい く。
第5条 概 念(concept)
第1項 イ ンフ ォー マル ・セ クターは,関 係 者 に雇用 と所得 を もた らす とい う基 本的 な 目的で財 とサ ー
ビス の生産 に従事 す る事 業体(units)からなる もの として広 く特 徴 づ け られ る。 これ らの事 業体
は,典 型 的に,生 産要素 としての労働 と資本 のあい だに ほとん ど区別 が ないか まった くない低 い組
織水 準かつ小 規模 で営業 して いる。そ こに存在 す る労使 関係 は,正 式 な保証 のあ る契約的取 決 めに
基づ くとい うよ りも,臨 時 雇用,血 縁 関係 あ るいは個 人の社会 的関係 にほ とん ど基づ い てい る。
第2項 イ ンフ ォーマ ル ・セ ク ターの生 産事業体 は,家 族企 業(householdentelprises)としての特徴
を もつ。使用 される固定 資本 とその他 の財 産 は,生 産事 業体 それ 自体 には所 属 してお らず,生 産事
業体 の所 有者 に属 してい る。事業体 それ 自体 は,自 らを代 表 して,取 引 に従事 した りその他 の事業
体 と契約 を結 ん だ りす る ことはで きず,ま してや責任 を負 うこ と もで きない。所有者 は,所 有者 自
身 の危 険負担 によって必要 な資金 を調達 しなければ な らず,生 産過程 で生 じる どの ような債務 と義
務 にたい して も無制 限 に個 人的責任 を負 う。経費 は,し ば しば家 計費 と区別 され ない。同様 に,建
物や 自動車 の ような資本財 は,業 務 目的 と私的 目的 とで区分 されず に使 用 され る。
第3項 イ ンフ ォーマ ル ・セ ク ター の生 産事業体 によって遂行 され る諸活動 は,諸 税 あ るいは社会 保障
費の支払 い を回避 しよう とした り労働 あ るい はその他立法 措置 また は行 政規定 を侵害 しよう とした
りす る計 画 的意図 に基 づ いてか な らず しもなされる もので はない。 したが って,イ ンフォー マル ・




「多 国籍企 業 は,親 会社 と外 国 にお かれた系 列会 社 に よって構 成 され る。親 会社 は,所 在 国以外 の系 列
会社 の全 資産 を統 括 す る企業 であ り,通 常,一 定 の資本 関係 を有 す る。 法人格 を有す る企業 にたいす る普
通株 式 ない しは議 決権 の10%以 上 の資本 関係,法 人格 を有 しない企業 にたいす る相応 の資 本 関係 は,通
高人口圧力下の後発国における開発と貧困再考75
常,〔外 国 におか れた系列会社 の一 柳澤 〕全資 産 を統括 す る最低 基準 であ る と考 え られ る」。





*41速 水佑 次郎 『開発経済 学 諸』国民 の貧 困 と富』 〔新版 〕創 文社,2004年,131頁。
速水 は,後 発 国で実施 され る設備投 資 は,「先進 国で 開発 され た労 働節 約 的効果 が 強い機 械 や工場 の建
設 にあ て られ る部分 が多 く,産 出の増加 に比 して雇用 の増加 が小 さ くなる傾 向が強 い」,と述べ てい る。
*42中 華 人民共和 国国家統 計局 『中国統計 年鑑 』(2005年版)中 国統計 出版社,2005年,117頁。
直接 投 資の受入 が件数 で も金 額で も後発 国は もちろん先発 国 に比 して も突出 してい る中国で さえ,2004
マ カ オ
年の都市就業人口に占める外資企業(香 港 ・漢門 ・台湾系企業を含む)の 寄与率は,高 々3.9%にす ぎな
い。農村就業人口を含めた全就業人口に占める外資企業(香 港 ・漢門 ・台湾系企業を含む)の 寄与率は,
実に1.4%にまで低下する。
*43Gerschenkron〔1962〕(絵所 ・雨宮 ・峯 ・鈴木訳 〔2005年〕).
ガーシェンクロンは,前稿で も紹介 したように,「工業化段 階に入ろうとしている後発国」は,「先発国
か ら借用することがで きる技術革新の備蓄が多ければ多いほど」,また国内で 「一定の制度的な道具 だ
て」(certaininstitutionalinstruments)の利用が可能であればあるほど,そ して同様に国内で 「特定の工
業化のイデオロギー」(specificindustrializationideologies)の受容がすすめばすすむほ ど,急速な工業化
が可能となる,と いう 「後発性の優位」(advantagesofbackwardness)仮説を提起 した。
ここでいう 「一定の制度的な道具だて」 とは,「工業に長期資本を提供する特殊 な制度的工夫」 として
の 「工業銀行」(industrialbanking)/「工業投資銀行業」(industrialinvestmentbanking)あるいは 「課
税政策を通 じて」「所得を消費か ら投資へ と振 り向ける」「工業化の推進機関」(agensmovens)としての
(後発国)政 府をさす。 また,こ こでいう 「特定の工業化のイデオロギー」 とは,先 発国が とりたてて必
要 としなかった 「人々の想像力を掻 き立て,彼 等のエネルギーを経済発展 に奉仕するように仕向ける」価
値観であり,ガ ーシェンクロンの表現を借 りれば,「擬似宗教的熱狂」(quasi-religiousfervor),「感情の
ニュー ・ディール」(NewDealinemotions),「社会主義者のイデオロギー」(socialistideologies),「ナ
ショナリス トの感情」(nationalistsentiment)である。ここでも,(後発国)政 府がその醸成に深 く関わる
ことは,容 易に想像 しうるだろう。
*44末 廣昭 『キャッチ ・アップ型工業化論 アジァ経済の軌跡 と展望』名古屋大学出版会,2000年,
94頁。
末廣 は,さ きのアジア通貨 ・経済危機の原因に言及する箇所で,「『キャッチアップ』を支えるはずの技
術基盤の構築や人的資源の開発 を十分配慮 しないまま,輸 入技術 と外国資本に安易に依存 して,ア クセス
しやすい労働集約型で最終組立工程の工業製品(と りわけ電子部品)の 輸出へ と自国の経営資源を集中」
する後発国の開発戦略は,後発 国間の過当競争や輸入相手国の不況などによってかならず限界に突 きあた
る,と いう見解 を示 している。
*45渡 辺利 夫 『アジア中進 国の挑 戦 「追 い上 げ」の実態 と日本 の課題』日本経 済新 聞社,1979
年,31頁。
*46佐 野淳也 「中国の社会変動 と 『中間層論』の登場」 日本総合研究所調査部環太平洋戦略研究セ ンター
『RIM』第6巻 第20号,2006年1月,124～140頁。
佐野は,ス トックの指標である貯蓄とフローの指標である収入 と消費の所得階層別動向を分析 し,二 極
化の進展が今後の中国社会の基調であって中間層の拡大(格 差の収敏)は 「実現性に乏 しい」,とい う認
識を示 している。
